
【衛星等】衛星通信利活⽤を拡⼤するための汎⽤地上アンテナ及びユースケースの開発・実証（総務省）

背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

衛星通信はこれまで離島、海上、⼭間部等、地上網の整備が難しい地域での通信⼿段や、携帯電話基地
局のバックホール回線等として発展してきた。近年、低軌道衛星コンステレーションの登場により市場の拡⼤が進
むとともに、今後、⾃動運転等、他分野での社会実装も期待され、さらなる市場の発展が⾒込まれている。他⽅、
これらの通信サービスが実現するためには、地上側で送受信するためのアンテナを適応させる必要がある。しかしな
がら、現状では、例えば、アンテナのサイズ・重量⾯で⼤きく⾞載等に適していないことや、フラットパネルアンテナの
場合、特定の衛星通信サービスとしか通信できず利便性が⼗分でなく、衛星通信サービスからのロックインが⽣じ
るなど、⼗分な対応はできておらず、衛星通信の利活⽤のボトルネックとなり得る状況にある。
このような課題を解消するためには、複数の衛星通信サービス・規格に対応した汎⽤性が⾼いアンテナの開発
が求められる。また、他分野での社会実装を促進するためには、⼩型化・軽量化による搭載先の製品（⾞体
等）との⼀体化技術も必要である。
これらを踏まえ、衛星通信アンテナの汎⽤化・⼩型軽量化、⾞体等との⼀体化等の技術開発を⽀援すること
で、衛星通信サービスの規格に依存せず衛星通信を利活⽤することが可能な環境の構築に貢献する。

⽀援規模︓70億円

 地上系の衛星通信アンテナについて、汎⽤化・⼩型化・軽量化等に関する技術開発・実証を⾏い、それをモビリティ等に搭載し、⾃
動運転等のユースケースを想定した実証を⾏うことを優先的な内容とする。

 アンテナの汎⽤化・⼩型化・軽量化等に関する技術開発のみとすることも可能とする。
 汎⽤化・⼩型化・軽量化等に関する技術開発としては、例えば、①複数の周波数帯の通信や複数軌道の衛星の通信に対応し、
ユーザのニーズを踏まえ複数の衛星通信サービスを切り替えながら利⽤可能とする技術、②搭載⼜は設置に優れた⼩型化・軽量
化・省スペース性を実現する技術等が挙げられる。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
 ５年間を⽬途に地上系衛星通信アンテナの開発・実証を⾏い（TRL７〜９相当の完了）、2030年代早期までの商⽤展開を⽬
指す。
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【他分野での衛星通信実装の
イメージ】

（中略）例えばTNとNTNの統合的な運⽤に際しては、マルチオービットや複数事業者を連携するネットワーク制御技術や地上端末の⾼度化技術、衛星で
使⽤する周波数と地上の基地局で使⽤する周波数の⼲渉を防⽌する技術、端末が衛星も含めた基地局の中から最適な基地局を選択するための制御・割り
当て技術などが必要と考えられるところ、このような技術開発を⽀援していくことが⾮常に重要である。TNとNTNの統合的運⽤に当たっては地上における通信事
業者の協⼒が不可⽋であり、地上における通信事業者と連携した技術開発を⾏っていくことが⾮常に重要である。（２.衛星 Ⅰ.通信 （２）環境認識と
技術戦略 ③地上系とのシームレスな連携を実現する⾮地上系ネットワーク（NTN）技術 ⅱ.技術開発の重要性と進め⽅）

参考資料2－1



研究開発スケジュール（イメージ）

203320322031203020292028202720262025

汎⽤的かつ⼩型・軽量な地上系衛星通信
アンテナ及びユースケースの開発

技術開発推進体制（抜粋）
 地上系衛星通信アンテナの開発・製造について⼗分な知⾒・
技術を備えた⼈員・体制を有すること。

 地上系衛星通信アンテナのユーザの候補となる事業者や衛
星通信オペレータとの緊密な連携の下、実証や商⽤化を効
果的に推進することが可能な体制が構築できていること（コン
ソーシアム形式での提案は必須ではないが望ましい）。

 開発した地上系衛星通信アンテナ及びユースケースの市場
投⼊及び市場展開（必要に応じグローバルを含む）が可能
な⼈員・体制を有すること。

評価の観点（抜粋）
 １件あたり⽀援総額 ︓ 70億円（上限）
 採択予定件数 ︓ ２〜３件程度
 ⽀援期間（最⻑） ︓ ３年程度※

 委託・補助の別 ︓ 補助（類型A⼜はB)
 ステージゲートの有無 ︓ あり（３年⽬を⽬途）

⽀援のスキーム

SG

汎⽤的かつ⼩型・軽量な
地上系衛星通信アンテナ
及びユースケースの実証

 事業計画が技術及びスケジュールの観点から実現可能なも
のであること。

 実証における衛星通信サービスや搭載先のモビリティ等が明
確になっている、各種規制への対応⽅針が明確になっている
など、実証に関する計画が実効的であると評価できるものであ
ること。

 ユーザが必要とする通信サービスを調査検討した上で、その通
信サービスに対応した汎⽤地上アンテナについて、2030年代
早期の商⽤化に向けた開発計画を提案していること。

 ⼩型化・軽量化のみに終始するのではなく、既存の地上系衛
星通信アンテナがもたらす衛星通信の利活⽤のボトルネック
（汎⽤化・⼩型化・軽量化不⾜等）の解消に有効に寄与
し、既存の衛星通信アンテナに⽐べ、衛星通信を利活⽤しや
すい環境の整備につながる⾒込みがあること。

 提案機関の事業戦略等において、地上系の衛星通信アンテ
ナの研究開発及び市場展開に取り組むことが明確に位置付
けられており、⼗分かつ継続的なコミットメントが期待できること。
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※ ステージゲート評価等を踏まえ、⽀援総額の範囲内でさらに必要な期間
（最⻑２年迄）を追加することが可能。

【衛星等】衛星通信利活⽤を拡⼤するための汎⽤地上アンテナ及びユースケースの開発・実証（総務省）



【探査等】⽉・地球間通信インフラの実現に必要な地球局の開発・実証（総務省）
背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

近年、⽉⾯探査や輸送等の⽉⾯ミッションが世界的に活発化しており、⽉・地球間通信を⽀えるイン
フラの重要性が急速に⾼まっており、特に今後、⽉⾯活動では探査機や着陸船が収集する膨⼤なデー
タを地球に送信する必要性が⾼まることが⾒込まれる。⼀⽅で、⽉・地球間の通信を担う地球局のイン
フラについては、⼤容量の通信需要に対応可能な設備が極めて限られており、既存の設備は⽉・⽕星
探査等のミッションで利⽤され通信帯域がひっ迫しているなど、質・量ともに著しく不⾜している。
また、⽉・地球間での常時通信のためには、地球局が世界全体で３局は必要であるところ、NASAが
⽉・地球間通信に求める通信仕様を満たす地球局について、アジア圏での整備計画は現時点では確
認できていない。世界の⽉関連市場は2040年までに累計約1,700億ドル（約27.3兆円）に達する
と⾒込まれており、グローバルな⽉通信市場獲得に向けた機運も⾼まってきている。
これらを踏まえ、我が国として⽉・地球間の通信インフラを構築することで、⽉⾯活動の円滑化、⽉・地
球間における通信の⾃律性の確保及び国際的な⽉通信市場の獲得を図る。具体的には、⽉と地球
間において⽉探査等の⽉⾯ミッションに必要な⼤容量通信を可能とする地球局及び当該地球局を活
⽤した⽉・地球間通信システムの開発・実証に対して補助を⾏うこととする。

⽀援規模︓50億円

 宇宙機関や⽉⾯ミッションに参画する⺠間企業が⽉⾯活動に向けた通信で想定している機能・性能を有し、⼤容量かつ⾼精度捕
捉・追尾等が可能な通信アンテナを備える⽉・地球間通信地球局を開発し、⽉・地球間通信システムの運⽤を確⽴する。なお、開
発においては、第⼀期の技術開発テーマ「⽉-地球間通信システム開発・実証（FS）」の成果も参考とすること。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
 ⽉・地球間における⼤容量かつ⾼精度捕捉・追尾等が可能な通信アンテナを備える地球局を開発する。
 開発した地球局を活⽤し、⽉・地球間の通信サービスについて、４年間を⽬途に我が国において提供を開始し、事業期間終了後数
年以内で宇宙機関に加え、国内外の⺠間企業からの受注の獲得、⽉・地球間の常時通信（冗⻑性を含む）の実現を⽬指す。
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【開発イメージ】

（中略）加えて、実際に⽉通信を⾏うに当たっては、天候等の地上の状況によらない⽉と地球圏でのフィーダリンク等のための安定的な通信環境を確⽴する
ことが必要であるところ、まずは地球における地上局の不⾜等の、現状把握を含む詳細な調査を⾏うことが重要である。この調査を踏まえ、⽉と地球圏という⻑
距離通信にも対応可能な電波通信に係る要素技術（国内外地上局ネットワークの統合運⽤技術や、⼤容量かつ⾼精度な補⾜・追尾機能等）の開発を
実施し、地球における地上局を含む通信設備の整備を進めていくことが⾮常に重要である。（３.宇宙科学・探査 Ⅲ. ⽉⾯探査・開発等（２）環境認識
と技術戦略 ④⽉通信・測位技術 ⅱ.技術開発の重要性と進め⽅）



【探査等】⽉・地球間通信インフラの実現に必要な地球局の開発・実証（総務省）

研究開発スケジュール（イメージ）

203320322031203020292028202720262025

地球局の技術開発

技術開発推進体制（抜粋）
 地球局の開発・製造及び通信サービスの運⽤について⼗分
な知⾒・技術を備えた⼈員・体制を有すること。

 通信の冗⻑化や事業成⻑性の強化には複数局の整備が必
要となることも踏まえ、地上ネットワークの統合運⽤について⼗
分な知⾒・技術を備えた⼈員・体制の整備が⾒込めること。

 国内外の⽉通信に関する動向（⽉・地球間通信に係る規
格化・制度化の動向を含む）や想定ユーザの需要を把握し、
開発に反映することが可能な体制であること。

 地球局を活⽤した⽉・地球間通信サービスの市場展開（グ
ローバルを含む）が可能な⼈員・体制を有すること。

評価の観点（抜粋）
 １件あたり⽀援総額 ︓ 50億円（上限）
 採択予定件数 ︓ １件
 ⽀援期間（最⻑） ︓ ３年程度※

 委託・補助の別 ︓ 補助（類型A)
 ステージゲートの有無 ︓ あり（３年⽬を⽬途）

⽀援のスキーム

SG
地球局の
構築・
宇宙機との
通信実証

 事業計画が技術及びスケジュールの観点から実現可能なも
のであること。

 地球局の実証での通信相⼿となる探査機や衛星等の運⽤
主体との調整を進められると評価できるものであること。

 ⽉・地球間通信サービスを持続的に提供することができ、我が
国の⽉⾯活動の円滑化及び⾃律性の確保に継続的に寄与
することができると評価できるものであること。

 公的機関によるアンカーテナンシーの獲得に向けて、想定され
る公的需要の内容及び利⽤シナリオが整理されていること。

 地球局及び⽉・地球間通信サービスについて、技術的な新
規性以上に、マーケットフィットにおける優位性（市場の需要
との適合性における優位性）を有していること。

 JAXAをはじめとする宇宙機関及び⽉⾯ミッションに参画する
⺠間企業が構想するミッションからの通信要求を含め、⽉・地
球間の通信において今後必要とされる機能について⼗分な
分析を⾏っており、必要な技術的要件を備えていること。

※ ステージゲート評価等を踏まえ、⽀援総額の範囲内でさらに必要な期間
（最⻑１年迄）を追加することが可能。
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【衛星等】衛星を取り巻くセキュリティ技術（電波の妨害・傍受対処技術）の開発・実証（総務省）

背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

近年、衛星に対する意図的な妨害（ジャミング、スプーフィング等）・傍受⾏為によって、通信・放送サービスや測位サービス等に影響が
⽣じる事案等が発⽣している。その背景には、⺠間衛星が安全保障分野等でも活⽤され、デュアルユースでの利⽤が進んでいることが挙
げられる。例えば、⽶国防総省では軍事⽤通信のため⺠間衛星の取り込みを加速する⽅針を有しており、我が国でも宇宙領域防衛指
針の中で⺠間の通信衛星が明⽰されている。今後もデュアルユース⽤途の衛星へのニーズが拡⼤することを踏まえれば、その通信の抗たん
性の確保が⼀層求められ、衛星通信におけるセキュリティ市場の規模も急速に拡⼤していくことが⾒込まれる。ジャミング・スプーフィングの
脅威が顕在化していることを踏まえれば、衛星通信に対する攻撃への対処としては、電波に対する攻撃への対策を講じることが肝要である
と考えられ、このような技術的⼿法を宇宙技術として確⽴し、実装した製品を市場投⼊することで、急成⻑する衛星セキュリティ市場の需
要を取り込むことが期待される。
これらを踏まえ、衛星と地上間の通信において、妨害・傍受⾏為等の電波に対する脅威に対処するための技術の開発・実証を⽀援する。
これにより、当該技術を海外事業者へ依存することなく、産業基盤を国内に構築することで、ひいては我が国の⾃律性の確保への貢献を
⽬指す。

⽀援規模︓25億円

 妨害・傍受等の電波に対する脅威に対処するための技術を備えた部品・コンポーネント⼜はシステムの実現・商⽤化に向けて、コン
ポーネントレベル⼜はシステムレベルのQM/PFM/FMの開発・実証を⾏う。

 なお、妨害及び傍受の双⽅への対処を必須とするものではなく、いずれか⼀⽅の脅威への対処技術を対象とする提案も可とする。そ
の際、想定する脅威の妥当性については評価において考慮するものとする。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
 ３年間を⽬途に、妨害・傍受等の電波に対する脅威に対処するための技術を備えた部品・コンポーネント⼜はシステム（衛星搭載
機器・地上機器の別は問わない）を開発し（TRL７〜９相当の完了）、本事業終了後４年以内の商⽤展開を⽬指す。
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【開発イメージ】

衛星通信においても、ユーザーの要求に応じて安全な通信を提供するため、秘匿性を⾼めるセキュリティ通信技術
の開発や、通信回線の⼲渉や妨害等に対し抗たん性を⾼める取組を進めることが重要である。このため、TNで適
⽤されているセキュリティ関連技術を採⽤することによるセキュリティ強化や、衛星に電波環境を把握する装置を搭載
することによる抗たん性強化、サイバー攻撃の探知及び対処に資する技術開発について継続的に検討し取り組むこ
とが必要である。（中略）そして、衛星通信に対する意図的な妨害・傍受等の電波に対する脅威を回避するため、
地上における無線技術も活⽤した⾼度な周波数ホッピングの技術が必要である。（２.衛星 Ⅰ.通信 （２）環
境認識と技術戦略 ④秘匿性・抗たん性を確保する通信技術 ⅱ.技術開発の重要性と進め⽅）



【衛星等】衛星を取り巻くセキュリティ技術（電波の妨害・傍受対処技術）の開発・実証（総務省）

研究開発スケジュール（イメージ）

技術開発推進体制（抜粋）

評価の観点（抜粋）⽀援のスキーム

 提案する技術開発について⼗分な知⾒・技術を備えた⼈
員・体制を有すること。

 国内外の衛星通信セキュリティに係る動向や想定ユーザの
需要を把握し、開発に反映することが可能な体制であること。

 ユーザの候補となる衛星事業者や衛星通信オペレータとの
緊密な連携の下、実証や商⽤化を効果的に推進すること
が可能な体制が構築できていること（コンソーシアム形式で
の提案は必須ではないが、望ましい。）。

 開発したコンポーネントの市場投⼊及び市場展開（必要に
応じグローバルを含む）が可能な体制であること。

 １件あたり⽀援総額 ︓ 25億円（上限）
 採択予定件数 ︓ １〜２件程度
 ⽀援期間（最⻑） ︓ １年程度※

 委託・補助の別 ︓ 補助（類型A)
 ステージゲートの有無 ︓ あり（１年⽬を⽬途）
※ ステージゲート評価等を踏まえ、⽀援総額の範囲内でさらに必要な期間
（最⻑２年迄）を追加することが可能。

203320322031203020292028202720262025

電波の妨害・
傍受対処
技術の
設計検討

電波の妨害・傍受対処技術の
技術開発・実証

 事業計画が技術及びスケジュールの観点から実現可能なも
のであること。

 技術開発後の市場展開に係る計画が⼗分に考慮されており、
獲得を⽬指す市場規模や将来期待される売上規模、顧客
のニーズとの適合性等が明確になっていること。

 セキュリティ対策は直接的な収益への貢献が⾒えにくいことに
も鑑み、技術的優位性とコスト効率の両⽴を図る設計が構
想されていること。

 提案機関の将来計画やビジョン等において、妨害・傍受等の
電波に対する脅威に対処するための研究開発及び市場展
開に取り組むことが明確に位置付けられており、提案機関に
よる⼗分かつ継続的なコミットメントが期待できること。

 研究開発の成果を活⽤したグローバルな商⽤展開を⽬指す
戦略的構想があること（国内市場のみでの展開により、事業
の成⽴及び拡⼤が⼗分に⾒込めると合理的に説明可能なも
のを除く。）。

SG
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【衛星等】Q/V帯等通信機器の開発・実証（総務省）
背景・⽬的
世界の衛星通信の商⽤市場では主にKa帯等が広帯域通信に利⽤されているところ、近年の衛星通信の普及と衛星打上げ数の増加
に伴い、Ka帯等の広帯域通信に適した周波数資源は徐々にひっ迫しており、国際的な周波数調整⼿続きにより多くの時間を要するよう
になってきている。このことは、既存事業者によるサービス拡⼤や新規事業者の参⼊において⼤きな障壁となることも想定される。このような
状況を受け、より⾼く、より多くの通信需要に対応可能な、Ka帯よりも更に広帯域の⾼周波数帯であるＱ帯、Ｖ帯、Ｅ帯、Ｗ帯等の活
⽤が期待されており、活⽤に向けた技術開発が国内外で進められている。海外では、Ｑ帯及びＶ帯をはじめとする周波数帯における通
信技術の獲得は、衛星通信における技術開発競争の主戦場となりつつある。

⽀援規模︓93億円

 ⾮常に⾼い周波数帯に対応する衛星通信機器の実現・商⽤化に向けて、EM/PFM/FMの開発・実証を⾏う。具体的には例えば、
ハイパワーアンプ、ローノイズアンプ、周波数コンバーター、地上設備等、衛星通信機器の性能を左右する重要な構成要素を含め、
降⾬による電波減衰の耐性やビームを⾼精度制御する技術等を獲得することが望ましいが、国内外の技術的な動向も踏まえて検
討し、研究開発計画を策定の上、開発する。なお、Ｑ帯、Ｖ帯、Ｗ帯⼜はＥ帯ではなく、Ka帯やより低い周波数帯に対応する衛
星通信機器の開発は不可とする。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
 ５年間を⽬途に、⾮常に⾼い周波数帯に対応した衛星通信機器を開発（TRL８〜９相当を確保）し、本事業終了後２年以
内の商⽤展開を⽬指すことを優先的な⽬標とする。

 また、2030年代早期までの商⽤展開が⽬指せることを明らかにできる場合には、５年間を⽬途にTRL８相当を確保するための開発
を実施しつつ、開発項⽬の⼀部については、同期間内で、TRL７以下の⽔準に到達するための開発も併せて⾏うことを認める。

（参考）宇宙技術戦略での記載
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以上を踏まえ、今後の活⽤が期待される⾮常に⾼い周波数帯の衛星通信において我が国の国際競争⼒を確保するとともに、将来にわ
たる衛星通信の持続的な提供環境を構築することに向けて、これら周波数帯の電波の送受信を可能とする通信機器を開発・実証する。

【開発イメージ】
（前略）（前略）加えて、衛星通信に関する需要は増加していくことから、多様化する需要に対応するのみ
ならず、衛星１基当たりの通信効率や衛星通信の安定性の⾼度化に資するマルチアクセス技術（OFDMA
等）やAIを⽤いたリソースの最適割当技術など、地上のネットワークで開発が進んでいる技術の衛星適⽤につい
ても併せて重要である。（中略）また、電波を⽤いたより⾼速かつ⼤容量の通信需要に対応するため、今後活
⽤が期待される⾼周波数帯（Ka/Q/V/E/W）の活⽤に向けた研究開発や、これらの周波数帯の利⽤効率を
⾼める機器（⾼効率RF機器）の開発、さらには機器性能の向上に寄与するGaNやダイヤモンド半導体等の新
規技術を⽤いた半導体デバイスの開発も重要である。（２.衛星 Ⅰ.通信 （２）環境認識と技術戦略 ②
⼤容量で柔軟な通信を提供するためのペイロードの⾼度化ⅱ.技術開発の重要性と進め⽅）



研究開発スケジュール（イメージ）

203320322031203020292028202720262025

Q/V帯等に対応する
衛星通信機器の開発

Q/V帯等に対応する
衛星通信機器の実証

【衛星等】Q/V帯等通信機器の開発・実証（総務省）

評価の観点（抜粋）
 事業計画が技術及びスケジュールの観点から実現可能なもの
であること。

 商⽤化に向けて、市場・需要調査、候補顧客へのヒアリング、
販路開拓やサプライチェーン構築等に向けた具体的な活動や
検討が進んでいること。

 開発した衛星通信機器を他者に販売するのみならず、⾃ら⼜
は連携機関が当該衛星通信機器を活⽤して通信サービスを
提供する計画を有している場合であって、当該計画が本テーマ
の⽬的に資するものであるときは、評価において考慮する。

 技術開発後の市場展開に当たって技術的な優位性を獲得で
きると認められること。

 市場展開に当たって⼗分な国際競争⼒を有することができるよ
うな技術開発計画となっていると評価できること。

 提案機関の将来計画やビジョン等において、⾮常に⾼い周波
数帯に対応する通信機器の研究開発及び市場展開に取り組
むことが明確に位置付けられており、⼗分かつ継続的なコミット
メントが期待できること。

技術開発推進体制（抜粋）

⽀援のスキーム

 ⾮常に⾼い周波数帯に対応する衛星通信機器を活⽤して
通信サービスを提供する可能性のある衛星通信オペレータ、
当該衛星通信機器を搭載した衛星バスを販売する可能性
のある衛星ベンダーや当該通信サービスを利⽤する可能性
のあるユーザ等との緊密な連携の下、実証や商⽤化を効果
的に推進することが可能な体制が構築できていること。

 開発した衛星通信機器の市場投⼊及び市場展開（必要
に応じグローバルを含む）が可能な⼈員・体制を有すること。

 １件あたり⽀援総額 ︓ 93億円（上限）
 採択予定件数 ︓ １〜２件程度
 ⽀援期間（最⻑） ︓ ３年程度※

 委託・補助の別 ︓ 補助（類型B)
 ステージゲートの有無 ︓ あり（３年⽬を⽬途）
※ ステージゲート評価等を踏まえ、⽀援総額の範囲内でさらに必要な期間
（最⻑２年迄）を追加することが可能。

SG
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【衛星等】次世代衛星通信を実現する⾰新的衛星搭載アンテナの開発・実証（総務省）
背景・⽬的
宇宙通信分野は、宇宙活動の中でも特に市場規模が⼤きく、中でも商⽤通信・個⼈向け通信は⾮常に⾼い成⻑率が⾒込まれている。
衛星通信サービスの提供には、地上との安定した通信を⽀える衛星搭載アンテナが不可⽋であり、その性能は、通信サービスの範囲と品
質に直結し、衛星通信サービスの国際競争⼒を左右する。特に、スマートフォンとのダイレクト通信の商⽤化等により対向の地上端末が⼩
型化していることに鑑みれば、⾼出⼒・⾼精度を担保した衛星搭載アンテナの開発等が進展することで、スマートフォンとのダイレクト通信の
⾼速・⼤容量化はもちろん、衛星IoT端末を活⽤した衛星通信の社会実装等、新たな様態の衛星通信サービスの創出にもつながると想
定される。

⽀援規模︓63億円

 スマートフォンと衛星とのダイレクト通信や将来⽴ち上がる新たな衛星通信市場において我が国事業者が競争⼒を得るために、衛星
搭載アンテナ等について、ゲームチェンジャーとなり得る技術に関する開発・実証を⾏う。

 技術的な動向を含む国内外の状況も踏まえつつ、例えば、①地上からの距離が遠い静⽌軌道の通信衛星であっても、超⼤⼝径の
衛星搭載アンテナ等を実現することで、⾼速・⼤容量のブロードバンド通信を可能とする技術、②対向のスマートフォンに搭載されてい
るアンテナが⼩さいことを想定して、これらに対応する衛星搭載アンテナ等の技術等を研究開発計画を策定の上、開発する。なお、
搭載先となる衛星の軌道の別は問わないが、ターゲットとする軌道に適したアンテナの開発を⾏うこと。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
 衛星通信産業におけるゲームチェンジをもたらし、我が国の衛星通信産業の国際競争⼒を⾶躍的に⾼めることにつながる⾰新的な衛
星搭載アンテナ等の開発・実証を⾏い、５年間を⽬途に、TRL８相当を確保することを優先的な⽬標とする。

 また、2030年代早期までの商⽤展開が⽬指せることを明らかにできる場合には、５年間を⽬途に、TRL８相当を確保するための開
発を実施しつつ、開発項⽬の⼀部については、同期間内で、TRL７以下の⽔準に到達するための開発も併せて⾏うことを認める。

（参考）宇宙技術戦略での記載
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これらを踏まえ、国内外の衛星通信オペレータのニーズに対応し、次世代の衛星通信を実現するための⾰新的な衛星搭載⽤アンテナ技
術の開発・実証を⽀援する。これにより、⾼度化されたアンテナやその部品・コンポーネントを我が国事業者がいち早く市場に投⼊し、国際
競争⼒ある宇宙関連産業の創出を⽬指す。 【技術試験衛星Ⅷ型搭載アンテナ】

（当時世界最⼤級）

（出典）JAXAウェブサイト

（前略）加えて、衛星通信に関する需要は増加していくことから、多様化する需要に対応するのみならず、衛星１基当たりの通
信効率や衛星通信の安定性の⾼度化に資するマルチアクセス技術（OFDMA等）やAIを⽤いたリソースの最適割当技術など、
地上のネットワークで開発が進んでいる技術の衛星適⽤についても併せて重要である。特に、スマートフォンとのダイレクト通信の商⽤
化等により対向の地上端末が⼩型化していることに鑑みれば、⾼出⼒・⾼精度を担保した⼤型アンテナの開発も重要である。（２.
衛星 Ⅰ.通信 （２）環境認識と技術戦略 ②⼤容量で柔軟な通信を提供するためのペイロードの⾼度化 ⅱ.技術開発の重
要性と進め⽅）



【衛星等】次世代衛星通信を実現する⾰新的衛星搭載アンテナの開発・実証（総務省）

研究開発スケジュール（イメージ）

203320322031203020292028202720262025

⾰新的衛星搭載アンテナの開発 ⾰新的衛星搭載アンテナの実証

SG

評価の観点（抜粋）

 事業計画が技術及びスケジュールの観点から実現可能なもの
であること。

 事業終了後は、衛星通信オペレータによる通信サービスの⾼度
化につなげることを⽬指すものであることを踏まえ、衛星通信オ
ペレータとの連携のための⼗分に実効的な計画を有すること。
特に、個別のコンポーネントにとどまらず、通信システム全体の構
成や通信サービス提供を⾒据えた具体的な構想を有し、構成
等について衛星通信オペレータとの会話が⾏われていること。

 技術開発後の市場展開に係る計画が⼗分に考慮されており、
獲得を⽬指す市場規模や将来期待される売上規模、顧客の
ニーズとの適合性等が明確になっていること。特に、国内外にお
いて期待できる需要に関する調査⼜は予測が効果的に⾏われ
ていること。

 既に存在している衛星搭載アンテナ等の状況と⽐較した優位
性及び独⾃性の説明が⾏われていること。

 我が国の衛星通信産業全体の国際競争⼒の向上に向けて、
衛星搭載アンテナ等の開発におけるゲームチェンジ技術として⼗
分に寄与することができると評価できるものであること。

技術開発推進体制（抜粋）

⽀援のスキーム

 衛星搭載アンテナ等の開発・製造について⼗分な知⾒・技
術を備えた⼈員・体制を有すること。

 衛星搭載アンテナ等を活⽤して通信サービスを提供する可
能性のある衛星通信オペレータとの緊密な連携の下、実証
や商⽤化を効果的に推進することが可能な体制が構築でき
ていること（コンソーシアム形式での提案は必須ではないが、
望ましい。）。

 衛星搭載アンテナ等の市場投⼊及び市場展開（必要に
応じグローバルを含む）が可能な⼈員・体制を有すること。

 １件あたり⽀援総額 ︓ 63億円（上限）
 採択予定件数 ︓ １〜２件程度
 ⽀援期間（最⻑） ︓ ３年程度※

 委託・補助の別 ︓ 補助（類型B)
 ステージゲートの有無 ︓ あり（３年⽬を⽬途）
※ ステージゲート評価等を踏まえ、⽀援総額の範囲内でさらに必要な期間
（最⻑２年迄）を追加することが可能。
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